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令和４年５月26日　
一般社団法人　静岡県建設業協会会長　様

一般社団法人　静岡県建設産業団体連合会会長　様

静岡県建設事業協同組合連合会会長　様
静岡県交通基盤部長　
労務費、原材料費、エネルギーコスト等の取引価格を反映した
適正な請負代金の設定や適正な工期の確保について

このことについては、令和４年４月26日付け国不建第52号により国土交通省不動産・建設経済局長から建設業者団体の長あてに通知されていることと存じます。

今般、国土交通省の実施したモニタリング調査において、元請下請間契約の10％で「請負契約に物価等の変動に基づく契約変更条項が含まれていない」、14％で「物価等の変動に基づく請負金額の変更の申出を行ったものの、受け入れてもらえなかった」との回答が確認されていますが、元請負人と下請負人の関係において、建設工事の注文者が、自己の取引上の地位を不当に利用して、受注者側からの協議に応じず、その建設工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない金額を請負代金の額とする請負契約を締結することは建設業法に違反するおそれがあります。また、下請負人との契約にあたっては、適正な見積りを基に対等な立場で公正な契約を締結することが、建設業法はもとより、事業者等を守り育てる静岡県公契約条例においても求められているところです。

つきましては、上記通知を受け、通知の趣旨を十分御理解いただき、下記について改めて徹底をお願いします。
なお、建設工事の積算単価の設定における資材価格の取扱いについては、毎月発行される物価資料の価格及び県で調査した価格を採用して積算価格を算出しており、市況を的確に反映しております。燃料油をはじめとする建設資材の価格動向については、ウクライナ情勢による影響も含め、その動向を注視しており、発注後においても、必要に応じて、契約後における急激な資機材価格の変動に備えた、いわゆる「スライド条項」の運用により適切に対応してまいります。

おって、受発注者間や元請下請間での価格転嫁に関する相談等については、「建設業フォローアップ相談ダイヤル」にて受け付けておりますのでお知らせします。

記

１　請負契約の締結にあたっては、請負代金の変更に関する規定及び工期の変更に関する規定を適切に設定・運用すること。

２　契約締結後においても、下請負人から協議の申出があった場合には適切に協議に応じること等により、状況に応じた必要な契約変更を実施するなど、適切な対応を図ること。

３　資材業者、建設機械又は仮設機材の賃貸業者、警備業者及び運送業者等に対しても同様の配慮を行うこと。

担　　当　建設業課　　指導契約班　伊藤
技術調査課　技術調査班　百瀬

電話番号　054-221-3059（建設業課）
054-221-2131（技術調査課）

公共工事の積算価格は、工事を実施するための標準的な費用を、積算基準を基に労務費、資材費、諸経費等に分けて積み上げて算出したものの総額である。
（1）積算基準
· 国土交通省の「土木工事積算基準」に準拠し、県の積算基準を定めている。国土交通省は、毎年全国的に実施する「施工合理化調査」を基に積算基準を改定しており、これに従い県も毎年10月に積算基準を改定している。建設機械の燃料は、機械損料、機械賃料等として積算基準の中に組み込まれており、価格変動は反映される。

（2）労務費
· 労務単価は、国土交通省・農林水産省の協定により、県内の公共工事について建設労働者51職種に対し実際に支払われた賃金等を調査し、国で決定している。県の公共工事も、この労務単価を使用している。
（3）資材費
· 資材価格は、地域の取引の実勢を踏まえた価格とする必要があるため、県で市場価格を調査して資材価格を決定し、「静岡県建設資材等価格表」を作成している。この価格表は、毎月発行される物価資料（建設物価調査会発行「建設物価」、経済調査会発行「積算資料」）及び原則年２回県で実施する建設資材価格調査により毎月改訂している。
· 県の価格表に掲載の無い資材の価格は、物価資料の価格、国公表の価格、見積調査の価格等により決定している。
（4）スライド条項
建設資材価格などの急激な変動に対応するため、静岡県建設工事請負契約約款第25条の運用に基づく、工事請負金額の変更を請求できる措置を通称「スライド条項」と呼ぶ。
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